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橿原市新沢千塚古墳群公園管理運営事業 

基本協定書（指定管理業務） 

 

 

橿原市（以下「甲」という。）と●●●●●●●●●●●（以下「乙」という。）

は、甲の設置する公の施設である橿原市新沢千塚公園拠点施設、新沢千塚古墳群公

園（以下これらの公園施設を合わせて「本件施設」という。）の管理及び運営に関す

る業務（以下「本業務」という。）について、次の条項により、基本協定（以下「本

協定」という。）を締結する。 

 

第１章 総則 

 

（本協定の目的） 

第１条 本協定は、甲と乙が相互に協力し、本件施設を適正かつ円滑に管理・運営

するために必要な基本事項を定めることを目的とする。 

 

（指定管理者の指定の意義） 

第２条 甲及び乙は、本件施設の管理に関して甲が指定管理者の指定を行うことの

意義が、乙の施設管理運営能力及びスポーツ振興事業能力を活用しつつ、地域住

民等に向けた都市公園の有効活用、健康増進の効果及び効率、サービス面での質

を向上させ、もって地域の福祉の一層の増進を図るものとする。 

 

（公共性の趣旨の尊重） 

第３条 乙は、本件施設の設置目的、指定管理者の指定の意義及び指定管理者が行

う本業務の実施にあたって求められる公共性を十分に理解し、その趣旨を尊重す

るものとする。 

 

（信義誠実の原則） 

第４条 甲及び乙は、互いに協力し、信義を重んじ、対等な関係に立って本協定を

誠実に履行しなければならない。 

 

（法令上の責任） 

第５条 乙は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）、橿原市公の施設における指

定管理者の指定手続等に関する条例（平成 16 年橿原市条例第 14 号）、橿原市新

沢千塚公園拠点施設条例（平成 27 年条例第 39 号）、都市公園法（昭和 31 年法律

第 79 号）、橿原市公園条例（平成 17 年条例第 28 号）、労働基準法（昭和 22 年法

律第 49 号）、職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号）、労働安全衛生法（昭和 47

年法律第 57 号）及び橿原市行政手続条例（平成 8 年条例第 28 号）、その他関係
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法令の規定を遵守しなければならない。 

 

（用語の定義） 

第６条 本協定で用いる用語の定義は、本文末尾の「用語の定義」のとおりとする。 

 

（対象施設） 

第７条 本件施設の名称及び所在地は次のとおりとする。 

（１）橿原市新沢千塚公園拠点施設 橿原市川西町 855 番地の１ 

（２）新沢千塚古墳群公園 橿原市川西町 855 番地の１ 

２ 本件施設は、管理施設と管理物品からなる。 

３ 管理施設及び管理物品の細目は、橿原市新沢千塚古墳群公園指定管理者管理運

営の基準（以下「管理運営の基準」という。）に示すとおりとする。 

４ 乙は、善良なる管理者の注意を持って本件施設を管理しなければならない。 

 

（指定期間） 

第８条 乙に本業務を行わせる期間（以下「指定期間」という。）は、令和４年４

月１日から令和１９年３月３１日とする。 

２ 本業務に係る会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

第２章 本業務の範囲と実施条件 

 

（本業務の範囲） 

第９条 乙が行う業務の範囲は次に掲げる事項とする。 

（１）施設運営業務 

（２）維持管理業務 

（３）経営管理業務 

（４）前各号に掲げるもののほか、甲又は乙が必要と認める業務 

２ 前項各号に掲げる業務の細目は、管理運営の基準に定めるとおりとする。 

３ 乙は、本件施設に係る条例に規定する使用時間等を変更するときは、あらかじ

め甲の承認を得なければならない。 

４ 次の業務については、甲が自らの責任と負担において実施するものとする。 

（１） 不服申し立てに対する決定 

（２） 本件施設の目的外使用許可 

（３） 法令等において市が行うこととされるもの 

（４） 前各号に掲げるもののほか、甲が必要と認める業務 

 

（リスク分担） 

第10条 本業務にあたり、想定される甲及び乙のリスク分担については、管理運営
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の基準の「リスク分担表」による。ただし、「リスク分担表」に記載のない事項に

ついては、甲乙協議の上決定するものとする。 

 

（業務実施条件） 

第11条 乙が本業務を実施するにあたって満たさなければならない条件は、管理運

営の基準に示すとおりとする。 

 

（業務範囲及び業務実施条件の変更） 

第12条 甲又は乙は、必要と認める場合は、相手方に対する通知を以って第９条で

定めた本業務の範囲及び前条で定めた業務実施条件の変更、本件施設の対象範囲

の変更ないし削減を求めることができる。 

２ 甲又は乙は、前項の通知を受けた場合は、協議に応じなければならない。 

３ 業務範囲又は業務実施条件の変更及び対象施設の変更・削減に伴う指定管理料

の変更等については、前項の協議において決定するものとする。 

 

第３章 本業務の実施 

 

（本業務の実施） 

第13条 乙は、関係法令等のほか、本協定、年度協定、募集要項等、提案書類及び

第 26 条で規定する事業計画書（以下「事業計画書」という。）」に従って本業務

を実施するものとする。 

２ 本協定、年度協定、募集要項等、提案書類、事業計画書の間に矛盾又は齟齬が

ある場合は、本協定、年度協定、募集要項等、提案書類、事業計画書の順にその

解釈が優先されるものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、提案書類、又は事業計画書において募集要項等を上

回る水準が提案され、甲乙協議のうえ実施するものは、提案書類、又は事業計画

書に示された水準によるものとする。 

 

（開業準備） 

第14条 乙は、指定開始日に先立ち、本業務の実施に必要な資格者及び人材を確保

し、必要な研修を行わなければならない。 

２ 乙は、必要と認める場合には、指定開始日に先立ち、甲に対して本件施設の視

察を申し出ることができるものとする。 

３ 甲は、乙から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由がある場合を除いて申

出に応じなければならない。 

 

（第三者による実施） 

第15条 乙は、本業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはなら
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ない。ただし、あらかじめ甲の承認を受けた場合に限り、本業務の一部を第三者

に委託することができる。 

２ 乙が、本業務の一部を第三者に実施させる場合は、すべて乙の責任及び費用に

おいて行うものとし、本業務に関して乙が使用する第三者の責めに帰すべき事由

により生じた損害及び増加費用については、すべて乙の責めに帰すべき事由によ

り生じた損害及び増加費用とみなして、乙が負担するものとする。 

 

（用役の調達・管理） 

第16条 乙は、本業務を実施するために必要な用役をそれぞれ次項に規定する要領

で調達し、管理するものとする。 

２ 用役については、乙が、自らの名義で、調達するものとし、乙は本業務の実施

に当たって費消した用役の代金をそれぞれ調達先に支払うものとする。この場合、

これらの費用は指定管理料に含まれるものとし、乙は甲に対して一切求償するこ

とはできないものとする。 

 

（施設の維持管理・樹木の伐採業務） 

第17条 乙は、本件施設を管理運営の基準に基づき、適切に維持管理を行わなけれ

ばならない。 

２ 管理施設の修繕については、１件につき 100 万円未満（消費税及び地方消費税

を含む）を基準額として、事業計画書に計上された修繕費の計画額の範囲内で乙

が自己の責任と費用において実施するものとする。 

３ 前項の基準額を超える修繕については、甲乙協議により実施するものとする。 

４ 樹木伐採については、事業計画書に計上された樹木伐採費の計画額の範囲内で

乙が自己の責任と費用において実施するものとする。 

５ 乙が第２項又は第４項に規定する管理施設の修繕又は樹木伐採を行う際は、緊

急の場合を除き、甲に対して予め承諾を得るものとする。 

６ 乙は、本件施設の管理運営に係る経費のうち、当該年度の修繕及び樹木伐採の

実績を明らかにした修繕及び樹木伐採報告書を各年度終了後、速やかに甲に提出

するものとする。 

７ 乙が各年度に実施した修繕及び樹木伐採業務の執行額が事業計画書に計上さ

れた修繕費・樹木伐採費の計画額に満たない場合は、年度ごとに計画額から執行

額を差し引いた額を指定管理料より減額するものとする。ただし、甲と協議のう

え承認を得たときは、当該差額を翌事業年度の修繕及び樹木伐採に充当すること

ができる。 

８ 乙が各年度に実施した修繕及び樹木伐採業務の執行額が事業計画書に計上さ

れた修繕費・樹木伐採費の計画額を超過した場合においても、甲は乙に支払う指

定管理料を変更しない。ただし、特段の事情がある場合は、乙は甲と協議できる

ものとする。 
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９ 乙が自主事業で実施する施設の維持管理及び樹木伐採業務については、本条の

規定にかかわらず、乙が自己の責任と費用において実施するものとする。 

 

（電気主任技術者の選任及び届出等） 

第18条 乙は、本件施設の自家用電気工作物の保安の監督をさせるため、電気主任

技術者を選任し、管轄官庁に届け出なければならない。 

２ 乙は、甲から指定管理者として指定を受けた本件施設の自家用電気工作物につ

いて、電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）の義務を果たすものとする。 

３ 甲は、自家用電気工作物の工事、維持及び運用の保安を確保するに当たり、乙

が選任する電気主任技術者の意見を尊重しなければならない。 

４ 本業務に係る自家用電気工作物の工事、維持及び運用に従事する者は、電気主

任技術者がその保安のためにする指示に従わなければならない。 

５ 電気主任技術者として選任する者は、当該自家用電気工作物の工事、維持及び

運用に関する保安監督業務を、誠実に行わなければならない。 

 

（緊急時の対応） 

第19条 乙は、指定期間中、本業務の実施に関連して事故や災害等の緊急事態が発

生した場合に備え、マニュアルを整備し、本業務に携わる全ての従事者に周知徹

底し、日頃から研修や訓練等を行わなければならない。また、乙は、指定期間中、

本業務の実施に関連して事故や災害等の緊急事態が発生した場合、速やかに必要

な措置を講じるとともに、甲を含む関係者に対して緊急事態発生の旨を通報しな

ければならない。 

２ 事故等が発生した場合、乙は事故等の経過や原因等を明らかにするための調査

をし、甲に遅滞なく報告するものとする。当該調査に対し、甲は必要な協力を行

うものとする。 

３ 本件施設のうち指定避難所に指定されている施設について、乙は、橿原市地域

防災計画に則り、災害時には適正な体制を整備し、その運営に協力しなければな

らない。 

 

（秘密の保持） 

第20条 乙は、本業務の履行上知り得た秘密を第三者に漏らし、又は他の目的に使

用してはならない。 

２ 乙は、自己の使用人その他関係人に前項の規定を遵守させなければならない。 

３ 乙は、本業務の内容等を他人に閲覧させ若しくは複写させ又は譲渡してはなら

ない。 

４ 前３項に規定する義務は、指定期間終了後又は指定取消し後においても、なお

存続するものとする。 
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（個人情報保護） 

第21条 乙は、本業務の履行に際しては、個人情報の保護の重要性に鑑み、橿原市

個人情報保護条例（平成 11 年橿原市条例第 17 号。以下「個人情報保護条例」と

いう。）のほか、本文末尾の「個人情報取扱特記事項」を遵守して、個人情報を取

り扱わなければならない。 

２ 乙は、自己の使用人その他関係人に前項の規定を遵守させなければならない。 

 

（情報公開） 

第22条 本業務の履行にあたり、乙が甲に提出した文書、図面又は電磁的記録（以

下「文書等」という。）の情報公開については、橿原市情報公開条例（平成 10 年

橿原市条例第 15 号）に定めるところにより取り扱うものとし、その他乙が当該

業務の履行にあたり作成した文書等の情報公開については、乙が定めるところに

より取り扱うものとする。 

 

第４章 備品等の取扱い 

 

（甲による備品等の貸与） 

第23条 甲は、本文末尾の「貸与備品一覧」に示す甲が所有する備品等（以下「貸

与備品」という。）を、無償で乙に貸与する。 

２ 乙は、指定期間中、貸与備品を常に良好な様態に保つものとする。 

３ 貸与備品が経年劣化等により本業務実施の用に供することができなくなった

場合、乙は、甲との協議により、必要に応じて、自己の責任と費用により当該貸

与備品を修繕するものとする。 

４ 前項の場合において、当該貸与備品の修繕が困難なときは、乙は、甲との協議

により、同等の機能を有する備品等を自己の責任と費用により購入又は調達する

ものとする。ただし、甲が必要ないと認めた場合は、この限りでない。 

５ 乙が前項の規定により購入又は調達した備品等の帰属は、協議により決定する

ものとする。管理については、第 24 条 2項を適用する。 

６ 乙は、故意又は過失により貸与備品を毀損・損失したときは、甲との協議によ

り、必要に応じて甲に対してこれを弁償し、又は自己の責任と費用で当該物と同

等の機能及び価値を有するものを購入又は調達しなければならない。 

７ 第４項及び第６項の場合において、甲との協議により、乙は、修繕が困難な貸

与備品等を自己の責任と費用により廃棄処分するものとする。 

 

（乙による備品等の購入等） 

第24条 乙は、本件施設の管理運営に必要となる備品等を自己の責任と費用により

購入又は調達し、本業務実施のために供することができるものとする。 

２ 乙は、自己の責任と費用により購入又は調達した備品等（以下「所有備品」と
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いう。）を台帳に記載し、前条に規定する貸与備品と明確に区別して管理しなけれ

ばならない。 

３ 前項に規定する所有備品は、乙に帰属するものとする。ただし、甲と乙の協議

により、甲に所有権を移転することを妨げない。 

 

第５章 業務実施に係る甲の確認事項 

 

（事業計画書） 

第25条 乙は、毎年度甲が指定する期日までに事業計画書を提出し、甲の承認を得

なければならない。 

２ 乙は、本件施設の状態を適宜適切に把握したうえで、指定期間における保全計

画を作成し、当該年度に実施する修繕の時期、内容、経費等を明らかにした修繕

計画を事業計画書に定めるものとする。 

３ 甲及び乙は、事業計画を変更しようとするときは、甲乙協議の上決定するもの

とする。 

 

（事業報告書等） 

第26条 乙は、毎年度終了後、甲の指定する期日までに本業務に関し、甲に対して

本件施設の事業報告書を提出しなければならない。 

２ 乙は、事業報告書に、次に掲げる事項を記載し、乙の代表者がこれに記名、押

印しなければならない。 

（１） 指定管理者の名称及び主たる事務所の所在地 

（２） 本件施設の名称及び所在地 

（３） 対象年度の区分 

（４） 本件施設の利用実績及び自主事業の実施結果 

（５） 本件施設の管理運営に係る業務の結果 

（６） 本件施設の管理運営の収支決算及び自主事業の収支決算 

（７） 本件施設の管理運営に係る事業評価 

（８） その他管理の実態を把握するために必要な書類 

３ 乙は、甲が第 41 条又は第 43 条に基づいて年度途中において指定管理者の指定

を取消した場合には、指定が取り消された日から 30 日以内に当該年度の当該日

までの間の事業報告書を提出しなければならない。 

４ 甲は、必要があると認めるときは、事業報告の内容又はそれに関連する事項に

ついて、乙に対して報告又は口頭による説明を求めることができるものとする。 

５ 乙は、管理運営の基準に定めるところにより、甲の指定する期間ごとに本業務

に関する業務報告書を提出するものとし、甲は必要に応じて、乙の業務に対し、

監督又は検査を行い、業務内容について指示するものとする。 
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（業務実施状況の確認と改善指示） 

第27条 甲は、事業報告書の確認のほか、乙による業務実施状況を確認することを

目的として、随時本件施設へ立ち入ることができる。又、甲は、乙に対し本業務

の実施状況や経理に関し報告を求めることができる。 

２ 乙は、甲から前項の申出を受けた場合は、その申出に応じなければならない。 

３ 前条及び本条第１項による確認の結果、乙による業務実施が管理運営の基準等

甲が示した条件を満たしていない場合は、甲は乙に対して業務の改善を指示する

ものとし、乙は、改善指示を受けた場合は、速やかにそれに応じなければならな

い。 

 

第６章 指定管理料及び利用料金 

 

（指定管理料の支払い） 

第28条 甲は、本業務実施の対価として、乙に対して指定管理料を支払う。 

２ 甲が乙に対して支払う指定管理料の詳細については、別途「年度協定」に定め

るものとする。 

 

（指定管理料の変更） 

第29条 甲又は乙は、指定期間中に特別の事情により当初合意された指定管理料が、

不適当となったと認めたときは、相手方に対して通知を以って指定管理料の変更

を申し出ることができるものとする。又、過度な収益があった場合も同様とする。 

２ 甲又は乙は、前項の申出を受けた場合は、協議に応じなければならない。 

３ 変更の要否や変更金額等については、前項の協議により決定するものとする。 

 

（利用料金収入の取扱い） 

第30条 乙は、本件施設に係る利用料金を乙の収入として収受することができる。 

２ 乙の収入となる利用料金は、指定期間中の利用に係る利用料金に限る。 

 

（利用料金の決定） 

第31条 利用料金は、本件施設に係る条例に規定する使用料の範囲内において乙が

定めるものとする。ただし、その決定及び改定については事前に甲の承認を受け

るものとし、必要に応じて甲乙協議を行うものとする。 

 

第７章 損害賠償及び不可抗力 

 

（損害賠償等） 

第32条 乙は、故意又は過失により本件施設を損傷し又は滅失したときは、それに

よって生じた損害を甲に賠償しなければならない。ただし、甲が特別の事情があ
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ると認めたとき、甲は、その全部又は一部を免除することができるものとする。 

 

（第三者への賠償） 

第33条 本業務の実施において、乙の責めに帰すべき事由により第三者に損害が生

じた場合、乙はその損害を賠償しなければならない。ただし、その損害が甲の責

めに帰すべき事由又は甲乙双方の責めに帰することが出来ない事由による場合

は、その限りではない。 

２ 甲は、乙の責めに帰すべき事由により発生した損害について、乙に代わって第

三者に対して賠償が生じた場合、賠償した金額及びその他賠償に伴い発生した費

用を乙に対して求償することができるものとする。 

 

（保険） 

第34条 本業務の実施にあたり甲が付保する保険は、次のとおりとする。 

公益社団法人全国市有物件災害共済会 建物総合損害共済 

２ 本業務の実施にあたり乙が付保しなければならない保険は、次のとおりとする。 

施設賠償責任保険 

第三者賠償保険 

３ 前２項のほか、乙は本業務の実施に際し生じるリスクに備え、自己の責任と費

用で必要な保険に適切な範囲で加入するものとする。 

 

（不可抗力発生時の対応） 

第35条 本業務の実施において、不可抗力が発生した場合、乙は、不可抗力の影響

を早期に除去すべく早急に対応措置をとり、不可抗力により発生する損害・損失

及び増加費用を最小限にするよう努力しなければならない。 

 

（不可抗力によって発生した費用等の負担） 

第36条 本業務の実施において、不可抗力の発生に起因して乙に損害・損失や増加

費用が発生した場合、乙は、その内容や程度の詳細を記載した書面をもって甲に

通知するものとする。 

２ 甲は、前項の通知を受け取った場合、損害状況の確認を行った上で甲乙協議を

行い、費用負担等を決定するものとする。 

３ 不可抗力の発生に起因して乙に損害・損失や増加費用が発生した場合、当該費

用については合理性の認められる範囲で甲が負担するものとする。なお、乙が付

保した保険によりてん補された金額相当分については、甲の負担に含まないもの

とする。 

４ 不可抗力の発生に起因して甲に損害・損失や増加費用が発生した場合、当該費

用については甲が負担するものとする。 
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（不可抗力による一部の業務実施の免除） 

第37条 前条第２項に定める協議の結果、不可抗力の発生により本業務の一部の実

施ができなくなったと認められた場合、乙は不可抗力により影響を受ける限度に

おいて本協定に定める義務を免れるものとする。 

２ 乙が不可抗力により本業務の一部を実施できなかった場合、甲は、乙との協議

の上、乙が当該業務を実施できなかったことにより免れた費用分を指定管理料か

ら減額することができるものとする。 

３ 天災等により、乙が本業務の一部を実施できなくなった場合、甲乙協議の上、

指定管理料の額を変更できるものとする。 

 

第８章 指定期間の満了 

 

（業務の引継ぎ等） 

第38条 乙は、指定期間の終了に際し、甲又は甲が指定する者に対し、本件施設の

運営が遅延なく、かつ円滑に実施されるよう本業務の引継ぎ等（本件施設の視察

を含む。）について文書により行わなければならない。 

２ 本業務の引継ぎ等に係る費用は、原則として乙が負担するものとする。 

 

（原状回復義務） 

第39条 乙は、指定期間の終了までに、指定開始日を基準として自己の責任と費用

により本件施設を原状に回復し、甲に対して本件施設を明け渡さなければならな

い。 

２ 甲は、乙が正当な理由なく前項に規定する原状回復義務を怠ったときは、乙に

代わって原状回復のために必要な措置を講ずるものとし、この措置にかかる費用

は乙の負担とする。 

３ 本条第１項の規定にかかわらず、甲が認めた場合には、乙は本件施設の原状回

復は行わずに、別途甲が定める状態で甲に対して本件施設を明け渡すことができ

るものとする。なお、指定管理者が変更になった場合又は甲の申し出があった場

合、乙はその申し出に応じ、乙が設置した夜間照明設備等を、原状回復を行わず、

甲乙協議の上、乙が甲に対し無償で譲渡するものとする。 

 

（備品等の扱い） 

第40条 指定期間の終了に際し、備品等の扱いについては、次のとおりとする。 

（１）貸与備品については、乙は、甲又は甲が指定する者に対して引き継がなけれ

ばならない。 

（２）所有備品については、原則として乙が自己の責任と費用で撤去・撤収するも

のとする。ただし、甲乙協議の上、両者が合意した場合、乙は、甲又は甲が

指定する者に対して所有備品を引き継ぐことができるものとする。 
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第９章 指定管理業務満了以前の指定の取消し 

 

（甲による指定の取消し） 

第41条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、橿原市公の施

設における指定管理者の指定手続等に関する条例第７条の規定により、その指定

を取消し、又は期間を定めて本業務の全部若しくは一部の停止を命ずることがで

きるものとする。 

（１）本業務に際し不正行為があったとき 

（２）甲に対し虚偽の報告をし、又は正当な理由なく報告を拒んだとき 

（３）乙が本協定内容を履行せず、又はこれらに違反したとき 

（４）自らの責めに帰すべき事由により乙から本協定の解除の申出があったとき 

（５）その他、甲が必要と認めるとき 

２ 甲は、前項に基づいて指定の取消しを行おうとする際には、事前にその旨を乙

に通知した上で、次の事項について乙と協議を行わなければならない。 

（１）指定取消しの理由 

（２）指定取消しの要否 

（３）乙による改善策の提示及び指定取消しまでの猶予期間の設定 

（４）その他必要な事項 

３ 本条第１項の規定により指定を取消し、又は期間を定めて本業務の全部若しく

は一部の停止を命じた場合において、乙に損害・損失や増加費用が生じても、甲

はその賠償の責めを負わない。 

 

（乙による指定の取消しの申出） 

第42条 乙は、次のいずれかに該当する場合、甲に対して指定の取消しを申し出る

ことができるものとする。 

（１）甲が本協定内容を履行せず、又はこれらに違反したとき 

（２）甲が任意に指定の取消しを行ったとき 

（３）甲の責めに帰すべき事由により乙が損害又は損失を被ったとき 

（４）その他、乙が必要と認めるとき 

２ 甲は、前項の申出を受けた場合、乙との協議を経てその処置を決定するものと

する。 

 

（不可抗力による指定の取消し） 

第43条 甲又は乙は、不可抗力の発生により、本業務の継続等が困難と判断した場

合は、相手方に対して指定取消しの協議を求めることができるものとする。 

２ 協議の結果、やむを得ないと判断された場合、甲は指定の取消しを行うものと

する。 
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３ 前項における取消しによって乙に発生する損害・損失及び増加費用は、合理性

が認められる範囲で甲が負担することを原則として甲乙協議の上決定するもの

とする。 

 

（指定期間終了時の取扱い） 

第44条 第 41 条から第 43 条までの規定により、本協定を解除した場合、第 38 条

から第 40 条について、これを準用する。 

 

第 10 章 その他 

 

（権利・義務の譲渡の禁止） 

第45条 乙は本協定によって生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承させ

てはならない。ただし、事前に甲の承諾を受けた場合はこの限りではない。 

 

（連絡調整会議の設置） 

第46条 甲及び乙は、情報交換や業務の調整を図る連絡調整会議を開催し、本業務

を円滑に実施するため、協議を緊密に行うものとする。 

２ 前項の連絡調整会議にかかる日程調整や議事録作成の庶務は乙が処理するも

のとする。 

３ 乙は、本条第 1項の連絡調整会議において甲から要望された事項について対応

しなければならない。 

 

（連携協議会の設置） 

第47条 乙は、公園内外の施設（農産物直売所、橿原市歴史に憩う博物館等）との

協議組織（以下、「連携協議会」という）の設置を行うものとする。 

２ 連携協議会は、公園内外の施設からの客観的な意見を積極的に取り入れ、施設

連携を進めることで、本公園の取組に多様性を持たせることを目的とする。 

３ 連携協議会の運営は、乙の責任において行うものとする。 

４ 乙は、連携協議会運営計画を作成し、それに基づいて協議会の運営を行うもの

とする。 

 

（自主事業の実施） 

第48条 乙は、本件施設の設置目的に合致し、かつ本業務の実施を妨げない範囲に

おいて、自己の責任と費用により、自主事業を実施することができるものとする。 

２ 乙は、自主事業を実施する場合は、予め管理運営の基準に基づき甲に対して自

主事業計画書を提出し、事前に甲の承認を受けなくてはならない。その際、甲及

び乙は必要な協議を行うものとする。 

３ 甲及び乙は、自主事業を実施するに当たって、別途の自主事業の実施条件等を
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定めることができるものとする。 

 

（経理の区分） 

第49条 乙は、本業務に関する経理を明らかにするために、乙が関わる他の業務に

関する経理から区分して、本業務の経理を行わなければならない。 

２ 乙は、本業務の実施にかかる収入及び支出を適切に管理するために、必要な帳

簿等を整備しなければならない。 

 

（請求、通知等の様式その他） 

第50条 本協定に関する甲乙間の請求、通知、申出、報告、承諾及び解除は、本協

定に特別の定めがある場合を除き、書面により行わなければならない。 

 

（協定の変更） 

第51条 本業務に関し、本業務の前提条件や内容に変更が生じるとき、又は特別な

事情が生じたときは、甲乙協議の上、本協定の規定を変更することができるもの

とする。 

 

（解釈） 

第52条 甲が、本協定の規定に基づき書類の受領、通知若しくは立会いを行い、又

は説明若しくは報告を求めたことをもって、甲が乙の責任において行うべき業務

の全部又は一部について責任を負担するものと解釈してはならない。 

 

（疑義についての協議） 

第53条 本協定の各条項等の解釈について疑義が生じたとき、又は本協定に定めの

ない事項については、甲乙協議の上これを定めるものとする。 

 

（重要事項の変更届出） 

第54条 乙は、定款、主たる事務所の所在地又は代表者等に変更があったときは、

遅滞なく甲に届出なければならない。 
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この協定を証するため、本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自１通を

保有する。 

 

 

令和  年  月  日 

 

（甲）   橿原市八木町１丁目１-１８         

   橿原市長 亀田 忠彦       （印） 

 

 

（乙）                       

 

（印） 

 

（乙）                       

 

（印） 

 

（乙）                       

 

（印） 

 

（乙）                       

 

（印） 

 

（乙）                       

 

（印） 
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用語の定義 

 

（１）「法令」とは、すべての法律、法規、条例及び正規の手続きを経て公布された

行政機関の規定をいう。 

 

（２）「管理施設」とは、本件施設における建築物の床面・壁面・天井、構築物・そ

の他附属物、電気設備・機械設備・給排水衛生設備・空調設備・消防設備・放

送設備・その他の設備等をいう。（管理運営対象外の施設・設備等を除く。） 

 

（３）「管理物品」とは、貸与備品及び所有備品のほか、管理施設に収容される物品

等をいう。 

 

（４）「管理運営の基準」とは、本件施設の指定管理者が行う業務の内容及びその範

囲を示した橿原市新沢千塚古墳群公園管理運営事業管理運営の基準のことを

いう。 

 

（５）「指定管理料」とは、甲が乙に対して支払う本業務の実施に関する対価のこと

をいう。 

 

（６）「年度協定」とは、本協定に基づき、甲と乙が当該年度の指定管理料及びその

支払い時期等について、指定期間中に毎年締結する協定のことをいう。 

 

（７）「募集要項等」とは、橿原市新沢千塚古墳群公園管理運営事業事業者募集要項、

橿原市新沢千塚古墳群公園管理運営事業様式集、橿原市新沢千塚古墳群公園管

理運営事業モニタリング要領、橿原市新沢千塚古墳群公園管理運営事業指定管

理者管理運営の基準、橿原市新沢千塚古墳群公園管理運営事業募集要項に基づ

く質問回答書のことをいう。 

 

（８）「提案書類」とは、指定管理者候補者の指定手続において、乙が甲に提出した

提案書類、その他乙が本協定締結までに提出した一切の書類のことをいう。 

 

（９）「事業計画書」とは、乙が提案書類の内容を基に、管理運営の基準に定めると

ころにより、甲に提出する事業計画書のことをいう。 

 

（10）「事業報告書」とは、地方自治法第 244 条の 2第 7項及び橿原市公の施設にお

ける指定管理者の指定手続等に関する条例第 5条の規定に基づき、乙が管理運
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営の基準に定めるところにより、甲に提出する事業報告書のことをいう。 

 

（11）「指定開始日」とは、本協定第 8条に定める指定期間の開始日のことをいう。 

 

（12）「用役」とは、電気・電信、ガス、上下水道、燃料及び薬剤等をいう。 

 

（13）「自主事業」とは、乙が本件施設の設置目的の範囲内で、甲の承認を得て魅力

ある事業を独自に展開することをいう。 

 

（14）「過度な収益があった場合」とは、本業務の利益が事業計画から客観的にみて

過大である、と認められる場合をいう。 

 

（15）「利用料金」とは、本件施設の利用の対価として支払われる有料施設等の使用

に係る料金で、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第８項の規

定により乙の収入として収受させることのできるもののことをいう。 

 

（16）「不可抗力」とは、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、戦乱、

内乱、テロ、侵略、暴動、広域に発生した感染症などをいう。なお、施設利用者数

の増減は、不可抗力に含まないものとする。 

 

その他本協定において定義されていない用語の定義は、募集要項等記載の例又は

社会通念上の用語の意義に従うものとする。 
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個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１条 乙は、個人情報の取り扱いにあたっては、個人情報保護条例の趣旨に鑑み、

個人の権利利益を侵害することのないように努めなければならない。 

 

（個人情報、データ等の管理） 

第２条 乙は、個人情報保護責任者を定め、当該業務の履行に際して入手した個人

情報及びデータの管理にあたり、漏洩、改ざん、毀損、滅失及び盗用等を防止し、

その適正な管理を図らなければならない。 

２ 乙は、当該業務に係る個人情報の取り扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理

に努めなければならない。 

 

（開示請求等への対応） 

第３条 乙は、乙の保有する個人情報に関し、個人情報保護条例の規定に基づき、

その個人情報の本人から開示、訂正若しくは利用停止の請求又は是正、再調査若

しくは情報の提供の申出があったときは、甲の指示するところに従い、必要な措

置をとらなければならない。 

２ 乙は、個人情報保護条例で定める個人情報保護制度運営審議会からの求めに応

じて、当該業務に関して乙の保有する個人情報を提示し、若しくは審議会の指定

する方法により分類又は整理した資料を甲に提出しなければならない。 

 

（再委託の禁止） 

第４条 乙は、個人情報に係る業務を自ら処理するものとする。やむを得ず第三者

に再委託するときは、書面にて甲の承認を得なければならない。 

２ 前項の場合において、乙は、当該再委託先に対し個人情報保護条例を遵守させ

なければならない。 

 

（目的外使用、複写及び複製の禁止） 

第５条 乙は、当該業務に係る個人情報及びデータ等を当該業務の処理以外の用途

に使用したり、第三者へ提供してはならない。 

２ 乙は、当該業務に関して取得し、又は作成した個人情報が記載されている文書、

図面又は電磁的記録を複写し、又は複製してはならない。ただし、書面により甲

の承認を得た場合はこの限りではない。 

 

（事故発生時における報告） 

第６条 乙は、業務の履行にあたり、個人情報等、データ等に事故が生じたときは、
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直ちに甲に報告し、その指示に従わなければならない。 

 

（個人情報の返還等） 

第７条 指定期間の終了又は指定の取消しにより当該業務を終了したときは、乙は、

甲の指示に従い、個人情報、データ等の返却、廃棄等の措置をとらなければなら

ない。 

２ 前項の定めるデータ等の廃棄は、焼却、裁断、消去等当該データが第三者の利

用に供されることのない方法によらなければならない。 

 

（損害賠償） 

第８条 乙の故意、又は過失により、個人情報、データ等を漏洩したときは、乙は

これによって生じた損害を賠償しなければならない。 

 

（罰則） 

第９条 乙が、個人情報保護条例の規定に違反した場合は、同条例第 44 条及び第

45 条の規定を適用する 
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貸与備品一覧 

 

【シルクの杜】 

種     類 数 量 備   考 

テーブル（大） 2 教室(1) 

ソファー（橙） 10 教室(1) 

丸テーブル（小） 6 市民ｻﾛﾝ 2､ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ 1､器具庫 2 

丸テーブル（大） 4 市民ｻﾛﾝ 

角テーブル（小） 1 授乳室 

丸テーブル（大） 3 脱衣室 2､市民ｻﾛﾝ 1 

会議用テーブル 28 教室(3)26､廊下 1、器具庫 1 

座卓 5 教室(2) 

会議用椅子 88 
教室(3)81､屋外(喫煙所)2､事務

所 1､監視室 4 

ＯＡ椅子（青） 4 事務所 3､監視室 1 

ＯＡ椅子（黄） 6 事務所 5､倉庫 1 

スツール（木製） 2 下足ｺｰﾅｰ 2 

椅子 16 
市民ｻﾛﾝ 13､屋外(喫煙所)2､多目

的ﾄｲﾚ 

スツール（木製） 24 脱衣室 14､更衣室 10 

スツール 1 授乳室 

チェア（木製） 12 
浴室 4､廊下 1､ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 2､市

民ｻﾛﾝ 1､倉庫 4 

ベンチ（木製） 5 脱衣室 4､下足ｺｰﾅｰ 1 

ベンチ（布張り) 3 観覧席 

ベンチ（樹脂製） 3 温浴施設 

ベンチ（布張り） 10 市民ｻﾛﾝ 

座椅子 20 教室(2) 

カウンター椅子 3 喫茶ｺｰﾅｰ 

ボールラック（１２個用） 1 倉庫 

ボールラック（１６個用） 1 倉庫 

引出付台下棚 1 喫茶ｺｰﾅｰ 

台下戸棚 1 喫茶ｺｰﾅｰ 

ラック 10 器具庫 7､倉庫 3 

ラック 2 器具庫 1､事務所 1 
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ラック（網棚） 2 温浴施設 1､ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 1 

軽量ラック 3 事務室 2､ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 1 

ラック（樹脂製） 2 浴室 2 

ラテラルキャビネット 6 
教室(3)2､器具庫 2､ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ

2 

下足ロッカー（２４人）(コインリターン式) 10 下足ｺｰﾅｰ 

下足ロッカー（２１人）（コインリターン式） 3 下足ｺｰﾅｰ 

更衣ロッカー（８人） 30 脱衣室 14､更衣室 16 

更衣ロッカー（６人） 8 更衣室 

更衣ロッカー（６人） 2 監視脱衣室 

貴重品ロッカー 3 廊下 

演台 1 教室(3) 

おむつ替台 3 脱衣室 2､授乳室 1 

ホワイトボード 1 教室(3) 

傘立 3 地下 EV ﾎｰﾙ 1､ｴﾝﾄﾗﾝｽ 2 

耐火金庫 1 事務所 

キッズコーナーセット 1 器具庫 

インクジェットプリンター（ＦＡＸ機能付） 1 事務所 

トースター（パナソニック NT-T500） 1 喫茶ｺｰﾅｰ 

電子レンジ（パナソニック NE-710GP） 1 喫茶ｺｰﾅｰ 

電子レンジ（ＹＵＡＳＡ PRE-701S） 1 喫茶ｺｰﾅｰ 

流し台（二槽シンク） 1 喫茶ｺｰﾅｰ 

ＩＨ調理器（パナソニック KZ-PH33） 1 喫茶ｺｰﾅｰ 

冷蔵・冷凍庫（パナソニック SRR-K981CS） 1 喫茶ｺｰﾅｰ 

冷凍庫（Ａｂｉｔｅｌａｘ ACF-110E） 1 喫茶ｺｰﾅｰ 

コーヒーマシン（BREWMATIC EZ Brew） 1 喫茶ｺｰﾅｰ 

製氷機（パナソニック SIM-120A） 1 喫茶ｺｰﾅｰ 

電気ポット 1 喫茶ｺｰﾅｰ 

地上波デジタルテレビ（天井付） 3 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 

地上波デジタルテレビ 4 
教室(1)1､市民ｻﾛﾝ 1､休憩室 1､

器具庫 1 

構内電話交換機一式 1 事務所､監視室 

冷水機 1 休憩室 

映像音響ワゴン 1 教室(3) 

音響ワゴン 4 
ﾀﾞﾝｽﾙｰﾑ 1､温浴施設 1､ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙ

ｰﾑ 1､市民ｻﾛﾝ 1 
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救護用チューブ 1 温浴施設 

血圧計（内一台スタンド付） 3 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 1､廊下 1､市民ｻﾛﾝ 1 

体重計(ポールタイプ) 1 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 

エアロバイク 3 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 

リカンベントバイク 3 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 

ニューステップ 2 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 

ランニングマシン 4 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 

ウォーキングマシン 5 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 

ボディリペア２（肩） 1 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 

ボディリペア２（腕） 1 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 

ボディリペア２（足） 1 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 

ボディリペア２（股間接） 1 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 

レッグエクステンション・カール 1 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 

レッグプレス 1 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 

チェストプレス 1 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 

ラットプルダウン 1 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 

バランスボール（青） 12 ﾀﾞﾝｽﾙｰﾑ 

バランスボール（赤） 22 ﾀﾞﾝｽﾙｰﾑ 

小ボール 33 ﾀﾞﾝｽﾙｰﾑ 

チューブ（ライト） 15 ﾀﾞﾝｽﾙｰﾑ 

チューブ（ミディアム） 14 ﾀﾞﾝｽﾙｰﾑ 

チューブ（へビィ） 5 ﾀﾞﾝｽﾙｰﾑ 

縄とび（Ｍサイズ） 10 ﾀﾞﾝｽﾙｰﾑ 

縄とび（Ｌサイズ） 9 ﾀﾞﾝｽﾙｰﾑ 

ステップ台 21 ﾀﾞﾝｽﾙｰﾑ 

プールカバー 7 温浴施設 

スポーツタイマー（電池式） 1 温浴施設 

プール用メガホン 2 温浴施設 

アクアグローブ 20 温浴施設 

プールクリーナー 1 温浴施設 

人口蘇生器 1 温浴施設 

券売機 1 受付 

ＡＥＤ 1 受付※ 

監視カメラ 1 式 事務所 

カラオケ機器 1 式 教室 1(ﾚﾝﾀﾙ)※ 
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※カラオケ機器及び館内ＢＧＭ放送機器は橿原市が毎年度レンタル契約を行い設置されて

いる。乙は同等の機器を設置すること。 

 

 

館内ＢＧＭ放送機器 1 式 事務所(ﾚﾝﾀﾙ)※ 

掃除機 2 事務室 

ブロワ集塵機（電気式） 1 器具庫 

車椅子 3 ｴﾝﾄﾗﾝｽ 2､倉庫 1 

灰皿スタンド 2 喫煙所 2 

草刈機（エンジン刈払機） 2 倉庫 

テプラ（SR250） 1 事務室 

Ａ４電動シュレッダー 1 事務室 

ラミネーター（Ａ３） 1 事務室 

足つき掲示ボード 4 ｴﾝﾄﾗﾝｽ 1､下足ｺｰﾅｰ 3 

脚立 5 機械室 3､器具庫 2､倉庫 1 

木製家具（杉材ｾﾝﾀｰﾃｰﾌﾞﾙ） 1 市民ｻﾛﾝ 

木製家具（杉材ｿﾌｧｰ） 1 市民ｻﾛﾝ 

木製家具（杉材ﾍﾞﾝﾁ） 1 市民ｻﾛﾝ 

木製家具（桧材ｷｭｰﾌﾞ引き出し） 8 市民ｻﾛﾝ 

木製家具（桧材ｷｭｰﾌﾞ） 12 市民ｻﾛﾝ 

木製家具（桧材ﾀﾞｲﾆﾝｸﾞﾃｰﾌﾞﾙ） 2 休憩室 

木製家具（桧材ﾀﾞｲﾆﾝｸﾞﾍﾞﾝﾁ） 4 休憩室 

木製家具（杉材ﾂﾘｰ書架） 4 市民ｻﾛﾝ 2､休憩室 2 

木製家具（ﾙｰﾊﾞｰ） 1 市民ｻﾛﾝ 

木製家具（ﾙｰﾊﾞｰ用展示ﾊﾟﾈﾙ） 5 器具庫 

排水ポンプ 2 物入 

脱水機 2 更衣室 2 

洗濯機（８ｋｇ） 1 機械室 


